
平成29年度　補助金見直しチェックシート（総務課）

事業費 国支出金 県支出金 その他 一般財源 事業費 国支出金 県支出金 その他 一般財源

行政推進交付金 総務課 単独補助
団体運営
補助

自治会の自
治活動を支
援し、町行政
の円滑な推
進を図るた
め、区の運営
に対し、補助
金を交付す
る。

不明 自治会

大台町行
政推進交
付金交付
要綱

無 町単独 非公募 7,195 0 0 0 7,195 6,911 0 0 0 6,911 10/10 -

25,000円
×47地区
1,400円×
4,300世帯

H25～28で
段階的削
減の見直
し済み

多気町 18,000

世帯×
4,000円
5,648世帯
委託料で
支払い

明和町 18,740

世帯数×
2,300円
8,887世帯
均等割
25,000円

松阪市 80,621

住民協議
会へ交付
72,799世
帯
均等割り
515千円、
人口割は
総額を按
分

交通安全活動団
体補助金

総務課 単独補助
団体運営
補助

交通安全意
識の高揚及
び地域住民
の交通安全
確保を図るた
め、活動団体
の運営に対
し、補助金を
交付する。

不明
交通安全
協会各支
部（6団体）

大台町交
通安全活
動団体補
助金交付
要綱

無 町単独 非公募 334 0 0 0 334 331 0 0 0 331 10/10 -

24,000円
×6地区
2,200円×
役員人数
（86）

無し 多気町 0

ボランティ
ア活動とし
て、物品の
補助のみ

大紀町 484 7支部 松阪市 0

対策会議
に対する
負担金は
あり

集会施設等整備
補助金

総務課 単独補助
事業費補
助

自治活動を
推進するた
め、集会施設
等の整備を
行う経費に対
し、補助金を
交付する。

不明 自治会

大台町集
会施設等
整備事業
費補助金
交付要綱

無 町単独 公募 3,000 0 0 0 3,000 3,164 0 0 0 3,164
5/10～
10/10

上限なし
～10,000

実績等の
勘案によ
る

無し 多気町 1,000

修繕1/2
上限1,500
千円（下限
50千円）

新築1/2
上限6,000
千円

明和町 260

修繕（バリ
アフリーの
み）1/2
上限750千
円

新築1/2
上限4,500
千円

松阪市 15,806

修繕1/2
上限5,000
千円免責
50千円）

新築1/2
上限5,000
千円

防犯活動団体補
助金

総務課 単独補助
団体運営
補助

防犯思想の
普及徹底及
び明るい環
境づくりを推
進するため、
活動団体の
運営に対し、
補助金を交
付する。

不明

日進地区・
川添地区・
三瀬谷地
区防犯協
会

大台町防
犯活動団
体補助金
交付要綱

無 町単独 非公募 352 0 0 0 352 351 0 0 0 351 10/10 -

均等割8万
円×3地区
世帯割40
円×2790
世帯

無し 多気町 0

ボランティ
ア活動に
ポイントが
付き、商品
券に換え
ることがで
きる

大紀町
414 １支部あた

り69千円
松阪市 0

防犯灯電気料金
交付金

総務課 単独補助
事業費補
助

防犯対策に
努めるため、
区が適正に
管理している
防犯灯の電
気料に対し、
交付金を交
付する。

不明 自治会

防犯灯等
電気料交
付金交付
要綱

無 町単独 非公募 4,482 0 0 0 4,482 4,027 0 0 0 4,027 10/10 -

240円×
1,556基×
12月
（月１基あ
たり240円
計算）

無し 多気町 0

町管轄450
基以外
は、字で電
気代支
払。それに
対する補
助は無し。

大紀町 7,650

2196基。
合併時に
町への直
接請求に
変更。

松阪市

防犯灯の
交付金だ
けでなく、
他分野の
交付金の
含めるの
で、把握し
ていない。

まちづくり
協議会へ
の交付金
（電気代・
新設・修理
代）
旧町は、
現在統一
へ移行
中。

消防小型ポンプ等
格納庫整備事業
補助金

総務課 単独補助
事業費補
助

消防施設の
整備促進の
ため、消防小
型ポンプ等
格納庫の整
備に要する
経費に対し、
補助金を交
付する。

不明
自治会又
は消防団

消防小型
ポンプ等
格納庫整
備事業補
助金交付
要綱

無 町単独 公募 200 0 0 0 200 605 0 0 0 605

新築等（詰
所併設）
9.5/10

新築等（詰
所なし）
10/10
撤去1/2
修繕10/10

撤去500
修繕800

栃原・新田
班詰所畳
替え（100
千円）
その他予
備100千円

無し 多気町 500

75％
（10万円以
上の事業
で、上限50
万円まで）
※防火水
槽等撤去
費用は字
持ち

明和町 0

町全額負
担（町が実
施主体、
補助金で
は支出し
ない）

大紀町 0

町全額負
担（町が実
施主体、
補助金で
は支出し
ない）

ポンプ格納庫電気
料金交付金

総務課 単独補助
事業費補
助

消防行政推
進のため、区
が適正に管
理している消
防小型ポン
プ等格納庫
に係る電気
代に対し、交
付する。

不明 自治会

防犯灯等
電気料交
付金交付
要綱

無 町単独 非公募 350 0 0 0 350 340 0 0 0 340 10/10 なし
実績等の
勘案によ
る

無し

防犯灯等
電気料金
交付金と
同時に交
付。

多気町 0
自治会持
ち

明和町 0

町全額負
担（町が実
施主体、
補助金で
は支出し
ない）

大紀町 0

町全額負
担（町が実
施主体、
補助金で
は支出し
ない）

自主防災組織育
成事業補助金

総務課 単独補助
事業費補
助

防災意識の
高揚及び防
災知識の普
及を図るた
め、自主防災
組織の資器
材購入等に
対し、補助金
を交付する。

H23
自主防災
組織

大台町自
主防災組
織補助金
交付要綱

無 町単独 公募 350 0 0 0 350 341 0 0 0 341
1/2

啓発事業
は10/10

50
実績等の
勘案によ
る

無し 多気町 110
70％補助
世帯数で
上限設定

明和町 2,400
10/10
人口で上
限設定

大紀町 0
数年前に
資機材は
町で整備

平成29年度予算額 平成28年度決算額
根拠規定
等

法令によ
る義務付
け

国・県補
助状況

交付先選
定方法

財源別分
類

性質別分
類

事業の目
的・概要
（100文字以

内）

事業開始
年度

交付先

(１)補助内容

補助率
上限額
(千円）

金額(千
円)１

備考１市町名１
H29当初
積算根拠

直近の見
直し

備考補助金等の名称 所管課名 市町名２

（２）近隣市町の状況(H27決算ベース）

市町名５
金額(千
円)５

備考５
金額(千
円)２

備考２ 市町名３
金額(千
円)３

備考３ 市町名４
金額(千
円)４

備考４



評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

評価
評価の理由・説明

3

自治会運営に対す
る交付金であり、直
接町民の福祉向上
につながっている。

3

補助要綱において
諸条件が決まってお
り、団体間の不公平
もない。

3
近隣市町も同様な
制度があり、行政関
与の必要性がある。

2

効果を客観的指数
で表すことができな
い。また本交付金制
度の存在感は少な
い。

2

団体運営補助であ
り、対象経費の縛り
もなく、行政需要に
は合致しない。ただ
し近隣市町で同様
の制度は存在する。

3

額については、近隣
市町と比較して妥当
であるが、補助率が
10/10。

0
団体の運営補助で
あり、合理的理由は
ない。

3

自治会の運営に寄
与し、町民福祉の向
上に対しては、適当
である。しかし、対
象経費等の定めが
なく具体的な目的性
に欠ける。

3

非公募であるが自
治会以外の団体に
交付先はあり得な
い。

0

把握はしていない。
当該交付金がない
場合の実態につい
ても把握はしていな
い。

5
再補助は実施して
いない。

27 ■見直し

制度縮小の方向で慎重に検討を行
う。実施時期については、平成25
年度から平成28年度で削減見直し
を行った経緯を踏まえ検討を行う。

4

交通安全協会の活
動のための補助金
であり、広く町民の
安全・安心の向上に
つながっている。

3

補助要綱にて交付
先は明確となってお
り、団体間の不公平
もない。

3

近隣市町の同様制
度の有無は様々だ
が、行政関与がない
と活動の存続が難し
いと思われる。

3

効果が目に見えて
表れる案件でない
が、住民意識を高め
るために必要な事
業であると思われ
る。

2

補助金額に明確な
基準がなく、ボラン
ティア性の高い事業
なので、見直しの余
地がある。

0
補助率が10/10と
なっており、合理的
な理由もない。

3

団体運営補助では
あるが、活動内容が
第２次総合計画に
おいて、主な取り組
みのひとつとなって
いる。

3

各団体で細やかな
活動を実施していた
だいており、活動す
る内容・参加日数・
啓発物品購入数な
ど異なるため、町に
よる直接執行や委
託はそぐわない

5

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
なく、公募は馴染ま
ない。

3

補助金が収入のほ
ぼ１００％を占めて
いるが公益性のあ
るボランティア団体
でありやむを得な
い。

5
再補助は実施して
いない。

34 ■継続

4

集会施設等町民が
利用する施設に対
する補助金であり福
祉向上につながる。

5

補助要綱において
諸条件が決まってお
り、団体間の不公平
もない。

4
近隣市町も同様な
制度があり、行政関
与の必要性がある。

2

効果を客観的指数
で表すことができな
い。集会所の資産
形成に寄与し、施設
利用者には十分な
効果はある

4

町所有の施設に対
する補助であり、実
施主体を自治会と
することに妥当性が
ない。ただし利用者
と所有者が折半す
るというところには
妥当性がある。

3

額及び率とも近隣市
町と比較して妥当で
ある。ただし、上限
額は他市町の方が
厳しい設定である。

5
事業補助であり適
当である。

3

対象施設に町所有
の集会施設があり
補助金支出は不適
当であるが、実質的
に自治会が維持管
理していることや、
自治会所有の補助
対象施設がある。

5

自治会以外の団体
に交付先はあり得な
いため、選定方法は
適当である。

3

把握はしていない
が、施設修繕の場
合は高額な事業費
になりやすく、該当
団体の健全な財政
運営には寄与して
いると考える。

5
再補助は実施して
いない。

43 ■継続

3

防犯活動のための
補助金であり、広く
町民の福祉向上に
つながっているが、
地域間の不公平は
存在する。

3

補助要綱にて交付
先は明確となってい
るが、旧大台のみ活
動団体が存在する
ため、地域間での不
公平は存在する。

3

近隣市町の同様制
度の有無は様々だ
が、行政関与がない
と活動の存続が難し
いと思われる。

2

効果が目に見えて
表れる案件でない
が、夜間見回りや防
犯の啓発などにより
町民への防犯意識
の向上につながって
いる。

2

補助金額に明確な
基準がなく、ボラン
ティア性の高い事業
であるので、見直し
の余地がある。

0
補助率が10/10と
なっており、合理的
な理由もない。

3

団体運営補助では
あるが、活動内容が
過疎地域自立促進
計画において、取り
組みのひとつとなっ
ている。

3

各団体で細やかな
活動を実施していた
だいており、活動す
る内容・参加日数・
啓発物品購入数な
ど異なるため、町に
よる直接執行や委
託はそぐわない

3

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
ないが、地域間に差
がある。

3

補助金が収入のほ
ぼ１００％を占めて
いるが公益性のあ
るボランティア団体
でありやむを得な
い。

5
再補助は実施して
いない。

30 ■見直し

地域間で、防犯団体の有無の差が
あり公平性にかける。警察主体の
防犯協会と連携することを視野に
入れ、慎重に見直しを行う。

4

生活に密接した防
犯灯のための補助
金であり、広く町民
の安全・安心につな
がっている。

4

補助要綱において
諸条件が決まってお
り、団体間の不公平
もない。

3

近隣市町の同様制
度の有無は様々だ
が、行政関与の必
要性はあると思わ
れる。

3

効果を客観的指数
で表すことができな
いが、生活の中で、
十分な効果は実感
できる。

3

町設置の器具に対
する補助であり、管
理主体を自治会と
することに妥当性が
ない。

3
補助率が1/2を超え
ている。

5
団体運営補助では
ない。

3

直接執行も可能だ
が、維持管理は区
がしているため、現
在の形が適正であ
ると思われる。

3

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
なく、公募は馴染ま
ない。

0

把握はしていない。
当該交付金がない
場合の実態につい
ても把握はしていな
い。

5
再補助は実施して
いない。

36 ■継続

4

補助の対象となる施
設は、町民の安全・
安心を確保する上
で必要不可欠なも
ので、補助金の公
益性は高い。

5

交付要綱で交付先
は明確となってお
り、団体間の不公平
もない。

4

消防団の積載車や
ポンプ等を格納する
ための施設であるこ
と、また消防団活動
や消防施設の充実
の観点から、自治会
のみならず行政も関
与すべきものであ
る。

2

施設の整備自体は
直接住民には効果
はないが、消防団に
おける消火活動、啓
発活動などは、広く
住民に効果が波及
している。

4

交付要綱で明確な
基準が示されてお
り、他市町と比較し
ても妥当と思われ
る。

3

補助率が10/10と
なっている部分もあ
るが、町所有のポン
プや積載車を格納
するためのものであ
り、合理的な理由と
言える。

5
団体運営補助では
ない。

5

自治会所有の建物
を修繕、撤去、新築
するものであるた
め、事業主体は自
治会とし、補助金と
して支出するのが適
当であると思われ
る。

5

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
なく、選定方法は適
正である。

0

単年度補助であり、
自治会、消防団の
財政状況は把握し
ていない。

5
再補助は実施して
いない。

42 ■継続

4

補助金の対象となる
施設の電気代であ
り、町民の安全・安
心を確保する上で
必要不可欠なもの
で公益性は高い。

4

補助要綱において
諸条件が決まってお
り、団体間の不公平
もない。

3

近隣市町の同様制
度の有無は様々だ
が、行政関与の必
要性はあると思わ
れる。

3

効果を客観的指数
で表すことができな
いが、住民の安全・
安心の観点から、十
分効果は実感でき
る。

3

町が補助し整備した
施設の電気代であ
り、自治会が維持管
理している性質か
ら、妥当性がある。

3

ほぼ100％の補助の
ため、不適合ではあ
るが、性質上妥当性
がある。

5
団体運営補助では
ない。

5

維持管理は区がし
ているため、現在の
形が適正であると思
われる。

3

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
なく、公募は馴染ま
ない。

0

把握はしていない。
当該交付金がない
場合の実態につい
ても把握はしていな
い。

5
再補助は実施して
いない。

38 ■継続

4

総合計画にも自主
防災活動の活性化
を掲げており、町民
の安全安心を守る
ために必要不可欠
であり、公益性は高
い。

4

各自主防災組織に
募集を行い、公平に
実施されている。不
公平でなく、交付先
は特定団体に固定
されていない。

3

防災については、公
助だけでなく自助、
共助が必要不可欠
であり、自主防災組
織の育成を行ううえ
で必要性がある。

3

有事に備えての資
機材等の整備という
ことで、すぐ活用す
るというものではな
いが、防災意識の
向上が図られてい
る。

4

近隣では100％補
助、70％補助のとこ
ろもあり、1/2補助は
過大ではない。上限
も5万円に設定して
おり妥当と思われ
る。

3

一部の事業ついて
は10/10の補助率で
ある。ただし、1/2の
補助率の事業も存
在する。

5
補助対象が明確に
なっている。

5

対象経費に対し補
助を行っており、補
助金としての支出が
適正である。

5
公募を行っており、
適正である。

0

自治会イコール自
主防災組織として考
えているが、自治会
の財政状況は把握
していない。

5
再補助は実施して
いない。
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(４)補助金見直しの新たな視点に関する評価 （５）今後の方向性及び内容

合計ポイ
ント

方向性
具体的な内容（時期や規模等）

補助交付先の選定方法
が適切である

補助交付先の財政状況
を把握し勘案している

再補助は実施していない団体運営補助でない
補助金としての支出が適

正である
補助額・率は適正である

か

(３)補助金見直しの基本的な視点に関する評価

行政関与の必要性 補助の効果 妥当性公益性 公平性・透明性


